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 1 執行手続の展望 










って当事者が一定の給付を命じられる場合がある（家事事件手続法 154 条 2 項・3項・171
条・185 条・196 条・284 条参照）。この場合、給付を命ずる裁判（審判）は債務名義、す
なわち強制執行の基礎たる文書となる（家事事件手続法 75 条）。また、一定の給付をなす
べきことにつき当事者間で合意に至り、合意内容が調停調書に記載されると、当該調書は
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2 民事執行法上の特則という形で設けられた規律については本文後述三 1 で、新たな立法に向けた動きに
ついては本文後述四 4（4）②で、それぞれ言及する。 
3 なお、人事訴訟手続において附帯処分としての裁判により定められた義務についても、家事事件手続に
おけるのと同様の履行確保制度が設けられている（人訴 38・39 参照）。 
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履行状況の調査及び勧告をおこなうこと（家事事件手続法 289 条以下）、並びに履行の命令














 2 履行勧告と履行命令 
 












をめぐる紛争を回避するためのものであったが（旧家審 15 の 7）、利用が低調だったこともあり、家事事





（信山社、2017）392 頁注 5 は、当事者の自己責任との関係において履行確保のような後見的活動がどこ
まで維持されるべきかは検討を要すると述べており、法律の規定を超えた支援には消極的である。 
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をすべきことを命ずる審判をする」ものである（同 290 条 1 項・3項）。 
 履行命令は、財産上の給付を目的とする義務についてしか発せられない。家事事件手続
法の制定過程で対象を拡大することも検討されたが、見送られたという経緯がある8。 






                                                     




8 金子・前掲注 1)249 頁。とりわけ面会交流を定める義務について新たに対象とすべきとの意見もあった
が、この種の義務について履行命令を発するには相当の調査を要すること、実効性に乏しく利用も低調で
あること等から見送られたという。 
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 ※履行勧告・履行命令事件数9 
 履行勧告  
履行命令 金銭債務その他 人間関係調整 計 
H27 年度 14413 2186 16599 85 
H28 年度 14185 2314 16499 95 
H29 年度 13224 2226 15450 67 
 ※履行勧告（金銭債務その他）の終局時の履行状況 
 総数 全部履行 一部履行 その他・不詳 
H27 年度 14413 4956 2705 6752 
H28 年度 14185 4974 2481 6730 
H29 年度 13224 4820 2197 6207 
 ※履行勧告事件（人間関係調整）の終局時の履行状況 
 総数 目的達成 一部目的達成 目的不達 その他・不詳 
H27 年度 2186 558 251 894 483 
H28 年度 2314 572 281 965 496 
H29 年度 2226 501 267 914 544 
 ※履行命令事件の終局区分 
 総数 履行命令 却下 取下げ 
H27 年度 85 46 11 28 
H28 年度 95 58 12 25 
H29 年度 67 27 10 30 
 










た利用のしやすさから相当数の利用があり（直近の資料によると、年間 1 万 3千件超）、一
                                                     
9 司法統計による。なお、人間関係調整事件の大部分は面会交流に関するものであるとみられる。 
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婚姻費用（民法 760 条）、あるいは子の監護費用（同 766 条。いわゆる養育費）としての給
付である場合は、その確実な履行が特に要請されることから、民事執行法においてその点
に配慮した規定が置かれている。すなわち、強制執行は確定期限の到来をまっておこなわ
なければならないところ（民事執行法 30 条 1 項）、婚姻費用や養育費としての確定期限付
の定期金債権の一部について不履行がある場合には債権者は将来部分についても債権執行
の手続を開始できる（同 151 条の 2）。また、債権執行においては給与債権のうち 4 分の 3
は差押えを禁じられているが（同 152 条 1 項）、執行債権者がこの種の確定期限付定期金債
権を請求する場合においては差押禁止の範囲が 2分の 1 に縮減される（同 152 条 3項）。さ





要な情報を得ようとすることもあるという（日本弁護士連合会家事法制委員会編・前掲注 5)330 頁参照）。 
12 高田・前掲注 11)412 頁・413 頁〔高田裕成〕も、家事事件手続法で履行確保制度に係る実質的な改正が
なかった経緯を踏まえつつ、両制度の機能分担や制度の再構築が今後の課題となることを示唆している。 
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らに、金銭を目的とする債務については間接強制ができないはずのところ（同 172 条 1 項
参照）、この種の確定期限付定期金債権についての強制執行に関する限り、間接強制による
























                                                     
13 財産事件における金銭給付の場合、執行は確定期限の到来をまっておこなわなければならず（民執 30Ⅰ）、
給与債権のうち 4 分の 3 は差押えが禁止され（同 152Ⅰ）、また間接強制は許されていない。本文に掲げる
措置はその例外として、特定の家事債務との関係で特に認められているものである。 
14 改正趣旨等について、詳しくは谷口園恵＝筒井健夫編著『改正担保・執行法の解説』（商事法務、2004）
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19 兼子一『増補強制執行法』（酒井書店、1955）276 頁。 
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21 民録 7 輯 8 巻 25 頁、大判大正 1・12・19 民録 18 輯 1087 頁など）。その後、大判大正 10・10・29 民録




員会編『現代家族法大系 3 親子・親権・後見・扶養』（有斐閣、1979）234 頁。許末恵『親権と監護―民
法第 766 条、第 818 条及び第 819 条の成立』（日本評論社、2016）246 頁・255 頁は立法段階での検討不
足を指摘する）。監護権があれば子の引渡請求が可能であり（清水節「親権と監護権の分離・分属」判タ
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 その後、最高裁においてもこの立場が踏襲された。子 A の母 Xが Aを養育する Y（子の
叔父）に対してその引渡しを求めた事案において、最高裁は、「X の本件（子の引渡）請求
は、X の親権に服する子 A に対し、Xがその親権を行使するにつき、Y の妨害の排除を求む
るに在る」とし、Xの引渡請求を認容したのである24。なお、Yは上告理由において引渡請
求を認める原判決は A の居住の自由（憲法 22条）を侵害するものであると主張したのであ














                                                                                                                                                           
1100 号（2002）144 頁）、その半面、親権者であっても監護権がなければ子の引渡請求は許されない（本
文後述四 3（1）、後掲注 42)参照）。 
24 最判昭和 35・3・15 民集 14 巻 3 号 430 頁。事案は、子の養育をめぐる実母と叔父との争いである。A
は X と B の間に生まれた子であるが、その後 X と B が別居するに至り、A は B のもとで養育された。そ
の後 B が死亡したため、B の実弟である Y が A を引き取ったところ、親権者である X が Y に対して A の
引渡しを求め、民事訴訟を提起するに至った。原審（東京高判昭和 32・9・17 民集 14 巻 3 号 447 頁）は
「X が未成年者 A の親権者として同人の監護及び教育をする権利を有し、義務を負い、同人の居所を定め
ることができることは、いうまでもないところであつて、Y は正当の事由のない限り X の本件引渡の要求









26 窪田充見『家族法〔第 3 版〕』（有斐閣、2017）303 頁。 
27 中野貞一郎＝下村正明『民事執行法』（青林書院、2016）802 頁、佐上・前掲注 5) 392 頁。 
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28 山﨑恒「子の引渡しの強制執行―直接強制の可否」判タ 1100 号（2002）188 頁。 
29 最大決昭和 40・6・30 民集 19 巻 4 号 1089 頁。この決定で問題となったのは夫婦の同居義務であり、多
数意見によれば同居の具体的態様とは別に同居義務自体を観念することができ、前者は家事審判事項、後
者は訴訟事項であるという。 
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然とされ、そのための諸規定が整備されているほか（家事事件手続法 65 条・151 条 2 号・












2016）246 頁は、海外で親権という用語法を廃し「親の配慮 elterliche Sorge」（独）や「親責任 parental 
responsibility」（英）などに置き換える動きがあることを引き合いに出しつつ、日本においても義務や責任
を主要な側面とした概念へと転換する必要性を説く。 
33 飛澤智行編著『一問一答平成 23 年民法等改正―児童虐待防止に向けた親権制度の見直し』（商事法務、
2011）16 頁。平成 23 年民法改正で「子の利益のために」との文言が挿入された背景にはこうした誤解を
払拭する狙いがあったという。 
34 窪田・前掲注 26)282 頁は、「親権の権利としての側面を語るとすれば…社会や国家との関係における権
利としての性格だ」とする。 
35 前掲注 22)大判大正 10・10・29、大判大正 12・1・20 民集 2 巻 19 頁（いずれも子が幼児である事案）
では、親権者の意に反する養育を妨害と解し、子の意思能力の有無や現在の養育が子の自由意思に出たも




判大正昭和 13・3・9 民集 17 巻 378 頁）、最高裁にも引き継がれている（前掲注 24)昭和 35・3・15。山口
亮子「幼児引渡請求の性質」水野紀子ほか編『民法判例百選Ⅲ親族・相続〔第 2 版〕』（有斐閣、2018）90
頁参照）。 
36 金子・前掲注 1)32 頁参照。 
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38 最決平成 29・12・5 民集 71 巻 10 号 1803 頁。子の単独親権者である父 X が、子を養育する母 Y に対し
て親権にもとづく妨害排除請求（正確には、妨害排除請求権を被保全権利とする仮処分）として子の引渡
しを求めた事案において、Y が X の提訴に先立って親権者変更を求める審判申立てをしていたことを踏ま
え、「〔Y の〕申立てに係る手続においては、子の福祉に対する配慮が図られているところ（家事手続 65 等）、
X が、子の監護に関する処分としてではなく、親権に基づく妨害排除請求として長男の引渡しを求める合
理的な理由を有することはうかがわれない」と述べて X の請求を斥けている。なお、原審（福岡高那覇支
決平成 29・6・6 民集 71 巻 10 号 1811 頁）は本案（単独親権者である父から非監護権者である母に対する
子の引渡請求）は家事審判事項であるとの理由で仮処分申立てを却下したのに対して、最高裁は前掲注 24)
最判昭和 35・3・15 等を引用して訴訟事項であること自体は肯定した。 




40 梶村太市ほか「子の引渡し保全処分事件の処理をめぐる諸問題」家月 47 巻 7 号（1995）14 頁。ここで
は、リスク回避のための方策として、家庭裁判所に申立てがあれば可能な限り家事審判事項に属するとの
解釈を取ることを挙げる。 
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考える（次の 3 参照）。 
 


















                                                     
41 家事審判における権利関係の形成について述べる文脈であるが、佐久間・前掲注 31) 718 頁、沼辺・前
掲注 31)276 頁。丹野達「子の引渡しに関する人身保護請求の補充性」家月 38 巻 10 号（1986）14 頁注 25
も参照。 
42 この場合、親権者は家事事件手続として監護権者指定の変更の申立てをし、併せて子の引渡しを求める
ことになる（佐久間・前掲注 31) 717 頁、梶村太市「子の引渡しの裁判管轄と執行方法」同『家族法学と
家庭裁判所』（日本加除出版、2008）146 頁、佐上・前掲注 5)81 頁）。 
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者指定・変更の場面（民法 766 条・749 条・771 条、家事事件手続法別表第二の 3 の項）、
②父の認知に伴う監護権者指定・変更の場面（民法 788 条、家事事件手続法別表第二の 3









                                                     
43 要件事実としては、被告が子をとどめおくことが請求原因事実になり、それが子の自由意思にもとづく
ことが抗弁事実となるものと解されている（梶村・前掲注 42)143 頁）。 
44 金子・前掲注 20)343 頁。実務上は、本案を発する段階で保全命令の申立てを促したり、本案と保全処
分の同時発令で処理したりする例もあるという（中山直子「婚姻中の夫婦間の子の引渡事件について」判






が調わないときは、家庭裁判所が民法 766 条を類推適用し、旧家事審判法 9 条 1 項乙類 4 号（現家事手続
別表第二の 3 の項）により相当な処分を命ずることができると解するものとして、最判平成 12・5・1 民集
54 巻 5 号 1607 頁がある。 
47 髙野・前掲注 37)463 頁（ただし、訴訟との競合を認める）、梶村・前掲注 42) 148 頁・155 頁。 
48 沼辺・前掲注 31)271 頁、梶村太市ほか「子の引渡し保全処分事件の処理をめぐる諸問題」家月 47 巻 7
号（1995）6 頁、中山直子「第三者に対する子の引渡請求」判タ 1100（2002）180 頁も同旨。 
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  少なくとも 15 歳以上の子については、その意思を尊重する必要がある（家事事件手続
法 152 条 2 項括弧書参照）。子がそれ以下の年齢であっても、意思能力がある場合は（お
おむね 10 歳以上だが、個々の事案による。）、それを尊重する。もっとも、子の表示する
意思が必ずしもその自由意思によるものでないことに注意を要する。 
                                                     




注 22）明治 34・9・21、大判大正 10・10・29 参照）や、子が身代金目的で拉致監禁されている事案など
にまで拡げることは適当でない。これらは人身保護手続や刑事手続の範疇にあるものと思われる。 
51 最高裁判所事務総局家庭局「平成 7 年度家事事件担当裁判官協議会における協議結果の概要―子の引渡
事件の処理に関し考慮すべき事項―」家月 48 巻 11 号（1996）18 頁以下、梶村ほか・前掲注 40)47 頁、
中山直子「子の引渡しの判断基準」判タ 1100 号（2002）182 頁以下、杉井静子「当事者から見た家事事件
における要件事実」伊藤滋夫編『家事事件の要件事実』（日本評論社、2013）154 頁以下参照。 
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52 東京高判平成 29・1・26 判時 2325 号 78 頁。父母の離婚訴訟に際して、父が母に対して子の引渡しを求




決平成 29・7・12 LEX/DB 25547054）。 
53 最大判昭和 33・5・28 民集 12 巻 8 号 1224 頁。 
54 佐久間・前掲注 31)719 頁、髙野・前掲注 37)462 頁。 
55 最判昭和 24・1・18 民集 3 巻 1 号 10 頁。 
56 この手続は「速やかに裁判しなければならない」とされており（人保 6。人保規 11 は「他の事件に優先
して、迅速に」裁判するものと定める）、履行確保に勾引・勾留・刑事罰が科される（人保 10Ⅱ・18・26）。 
57 最判昭和 59・3・29 判時 1133 号 72 頁。被告側が家事事件手続を利用できる以上補充性要件（人身保護
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規 4 但書）を欠くと主張したのに対して、最高裁は本文のように述べて人身保護請求を是認した。 
58 審判前の保全処分につき、従前の実務を明文化するとともに、執行力があることを明確にした（旧家審
15 の 3・旧家審規 52 の 2。家事手続 105 に相当）。 
59 最判平成 5・10・19 民集 47 巻 8 号 5099 頁。 
60 前掲注 59)最判平成 5・10・19 の可部恒雄裁判官補足意見（園部逸夫裁判官も同調）参照。 
61 最判平成 6・11・8 民集 48 巻 7 号 1337 頁。 
62 最判平成 11・5・25 家月 51 巻 10 号 118 頁。最判平成 11・4・26 家月 51 巻 10 号 109 頁も、子が現に
良好な養育環境にあるという理由で要件（イ）を認めなかった原審の判断を否定する。 
63 法律の建前として迅速性が掲げられてはいるが（人保 12Ⅳ本文・15・20・21、人保規 11 ないし 13・29・
36 本文など参照）、例外規定もあり（人保 12Ⅳ但書、人保規 36 但書）、また準備調査（人保 9）や弁護士








平成 5・10・19 の可部恒雄裁判官補足意見参照）。 
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65 最判平成 6・4・26 民集 48 巻 3 号 992 頁。棚村政行「人身保護法による子の引渡請求と拘束の顕著な違
法性」水野紀子ほか編『民法判例百選Ⅲ親族・相続〔第 2 版〕』（有斐閣、2018）93 頁も参照。 
66 学説には、強制執行の不能をまつまでもなく任意の引渡しに応じないことをもって足りるとの立場があ




様に解される（最判平成 30・3・15 民集 72 巻 1 号 17 頁）。 
67 もっとも、DV や虐待の事実があってもそれを立証することは容易でない（瀬木比呂志「子の引渡しに
関する家裁の裁判と人身保護請求の役割分担―子の引渡しに関する家裁の裁判の結果の適正な実現のため






にその子を引き渡すこととしているという（杉山・前掲注 66) 24 頁）。こうした運用との関係で、上告審
で請求認容との判断に至っても、被拘束者の出頭を確保する必要から原審に差し戻す扱いである（前掲注
62)最判平成 11・5・25、前掲注 66)最判平成 30・3・15 など参照）。 
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有を解いて債権者にその占有を取得させる方法」による（民事執行法 168 条 1項・169 条 1
項）。間接強制の場合は、権利者への間接強制金の支払を義務者に命ずる方法による（同 173
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の一つとして浮上している（本文後述四 4（4）②・後掲注 102)参照）。 
73 最決平成 25・3・28 民集 67 巻 3 号 864 頁、最決平成 25・3・28 判時 2191 号 46 頁（平成 24 年(許)第
41 号事件）、最決平成 25・3・28 判時 2191 号 46 頁（平成 24 年(許)第 47 号事件）。 
74 加藤＝宮下・前掲注 71)16 頁参照。 
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75 兼子・前掲注 19)278 頁、三ヶ月章『民事執行法』（弘文堂、1981）413 頁、髙野・前掲注 37)457 頁、
梶村・前掲注 42)169 頁、斎藤和夫『民事執行法―非金銭執行編』（信山社、2017）68 頁、佐上・前掲注
5)391 頁など。 
76 沼辺・前掲注 31)279 頁（ただし、訴訟による引渡請求の場合）、香川保一監修『注釈民事執行法〔第 7
巻〕』（金融財政事情研究会、1989）239 頁〔高世三郎〕。 
77 山木戸克己「幼児の引渡」中田淳一＝三ヶ月章『民事訴訟法演習Ⅱ』（有斐閣、1964）241 頁、石川明編
『民事執行法』（青林書院新社、1981）282 頁〔斎藤和夫〕、中野＝下村・前掲注 27)802 頁、斎藤・前掲注







79 古くは前掲注 22)大判大正 1・12・19 が、最高裁では最判昭和 38・9・17 民集 17 巻 8 号 968 頁が、直
接強制が否定されるべきことを示唆している。また、下級審裁判例では、札幌地決平成 6・7・8 判タ 851
号 299 頁がある（この決定は実務に強く影響した。とりわけ札幌高裁管内では直接強制に否定的な運用が
東北ローレビュー Vol.6 (2019. March) 

















                                                                                                                                                           
他地域よりも長く続いていたようである。杉山・前掲注 66)98 頁・99 頁・206 頁参照）。 
80 直接強制の申立てがあっても窓口で受理できない（受理しても却下される）ことを説明して引き取って
もらうか、どうしても申立てをするという場合には受理した後に却下する扱いであった（山﨑＝山田編・
前掲注 78)393 頁〔山﨑〕）。なお、最高裁判所事務総局民事局の監修する『執行官提要』においても第 4
版（平成 10 年）までは直接強制が否定されており、民事局がそうした見解に立つ以上、現場も消極的にな
らざるをえなかったであろうと思われる（杉山・前掲注 66)97 頁）。 
81 小津亮太「国内の子の引渡しの強制執行における専門家の関与の取組みと留意点」新民事執行実務 14
号（2016）3 頁。直接強制が認められるようになった時期は地域によって異なるが、例えば東京地裁では
平成 18 年にはそうした方針での運用がなされていた（青木晋「子の引渡しの執行実務」新民事執行実務 4
号（2006）89 頁。同 94 頁では大阪地裁の執行官室においても同様の取扱いであると紹介されている）。 
82 村上ほか・前掲注 70)186 頁〔内田義厚〕は、家事債務としての特殊性に配慮した運用を「ソフトな強
制執行」と称する。 
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な処分をすることができる」（民事執行法 169 条 2項・123 条 2項）。また、「職務の執行に
際し抵抗を受けるときは、その抵抗を排除するために、威力を用い、又は警察上の援助を
求めること」もできる（同 6条 1 項本文）。 
 では、子の引渡執行に際しても、執行官は同様に債務者の住居87に立ち入って子を捜索し
                                                                                                                                                           
子にしか「子の引渡しの執行」ができないとする）は、子に意思能力がある限り、（直接強制はもちろん）
間接強制も認めない趣旨であると思われる。 
85 梶村ほか・前掲注 40)67 頁、梶村・前掲注 42)168 頁、青木・前掲注 81)89 頁。なお、山﨑＝山田編・
前掲注 78)395 頁〔山﨑〕も本文の理由から意思能力にかかわらず直接強制を認めるが、これは直接強制に
おいても有形力の行使はすべきでないとの立場をとる（同 397 頁）こととも関連するのであろう。以上に




渡事件の処理に関し考慮すべき事項―」家月 48 巻 11 号（1996）49 頁、梶村・前掲注 42)173 頁、杉山・
前掲注 66)273 頁）。なお、学説には、「子を引き渡せ」という債務名義について執行機関が諸般の事情から
義務の内容（なす債務か、与える債務か）を判断し、それに応じて執行方法を選択すべきと解するものも
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子の通う保育園や幼稚園、学校などである。そうした場所に立ち入ることは執行官の権限（民執 169Ⅱ・
123Ⅱ）に含まれないため、当該建物の管理者の承諾を要する。 




官の「かなり強烈な印象を受けた」との声も紹介されている（同 209 頁）。 
90 稲田知江子「子の引渡しの強制執行―事例を基に―」新民事執行実務 14 号（2016）20 頁、竹田光広ほ
か「座談会 国内の子の引渡執行の実情―子奪取条約実施法施行以降の動向―」同 45 頁以下参照。 
91 青木・前掲注 81)90 頁が東京地裁の実務として紹介する。また、杉山・前掲注 66)283 頁では神戸、横
浜の各地裁でも家裁との連携を進めていることが紹介されている。もっとも、運用上の工夫であって制度
上の連携が確保されているわけではないから、例えば調査官が執行の現場に臨場して子を説得するという
ようなことは難しいと思われる（山﨑＝山田編・前掲注 78)401 頁、瀬木・前掲注 67)64 頁、青木・前掲注
81)95 頁注 10、杉山・前掲注 66)210 頁）。 
92 子の扱いについて専門的な教育を受けているわけではない執行官が「説得」としてできることには、子
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94 山﨑＝山田編・前掲注 78)399 頁。杉山・前掲注 66)182 頁では、執行官の中にも子の意思を尊重したい
という立場と債務名義に従いたいという立場の両方があることが紹介されている。 
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の引渡執行に与える影響」新民事執行実務 12 号（2014）43 頁。村上ほか・前掲注 70)59 頁〔村上〕では、
このような差異ゆえに子の返還は子の引渡しに比して後者は直接強制を認める正当化根拠が弱いとの考え
方が紹介されている）。なお、山本和彦「ハーグ条約実施法の概要と子の返還執行手続」新民事執行実務
12 号（2014）33 頁・34 頁は、子の返還を代替的作為義務と解することで代替執行という執行方法が導か
れたと分析するが、村上ほか・前掲注 70)60 頁では請求権（義務の性質）と執行方法の連結を否定するこ
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継ぎながら（ハーグ条約実施法 140 条 1 項柱書・同 1号・同 2項・4 項など）、他方では新










 平成 28 年に法務大臣の諮問機関である法制審議会において民事執行法部会が設置され、
子の引渡しの強制執行の規律の明確化に関する審議が進められており、平成 29年 6月には












99 村上ほか・前掲注 70)192 頁〔内田〕、竹田ほか・前掲注 90)49 頁〔竹田〕。 




概念として、このような表現が用いられている。前掲注 101)75 頁参照。 
103 本文で紹介した要綱案にもとづいて作成された「民事執行法及び国際的な子の奪取の民事上の側面に
関する条約の実施に関する法律の一部を改正する法律案」は平成 31 年 2 月に国会に提出され、目下衆議院
で審議中とのことである（同年 3 月現在）。 
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105 竹田ほか・前掲注 90)36 頁〔関述之〕。 
106 例えば、引渡しを命じられた同居親が日中不在の事案では、同時存在原則を厳格に適用すると（幼少の
子に特に負担のかかる）夜間執行しかできないことになる（竹田ほか・前掲注 90)35 頁〔吉田隆〕参照）。 
107 進行中の立法作業においてもこの点は意識されている。前掲注 101)81 頁以下参照。 
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111 本文四 4（4）（b）で言及した中間試案では、「直接的な強制執行」（前掲注 101)参照）として、執行裁
判所が「執行官に対し、債務者による子の監護を解くために必要な行為をすべきことを命」ずる仕組みを
構想している（前掲注 101)23 頁参照）。 




に対して、中野＝下村・前掲注 27)825 頁注 12 は、執行機関は訴訟記録を保管し又は債務名義を作成した
裁判所なのだから、権利判定機関と執行機関の分離にこだわる必要性は高くないと反論する）。 
114 実務で活用される審判前の保全処分の場合、2 週間しかない（家事手続 109Ⅲ、民保 43Ⅱ）。また、審
判から時間が経過すると引渡しを実現することの妥当性そのものへの疑義も生ずるため（本文四 3（2）（c）
参照）、債権者はなるべく早期に執行に着手しようとする。 
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（最決平成 17・12・9 民集 59 巻 10 号 2889 頁）。義務の内容が明確であれば、義務違反のおそれを立証す
ることは容易になる。 
118 調停の場合は、こうした福岡家裁平成２６年１２月４日判時 2260 号 92 頁参照。 
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119 最判平成 18・10・12 判時 1950 号 173 頁の事案を参考にした。この事案では、直接強制による執行を
強行したことにより引渡しの目的が達せられなかったばかりか、以降は子が連れ去りを恐れて外出を拒む
状態になるなど、事態がさらに悪化した。 
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※本研究は JSPS 科研費 JP16H01985、JP17H06508 及び JP18H03611 の助成を受けたもの
です。 
                                                     
120 髙野・前掲注 37)478 頁。 
121 前掲注 71)も参照。 
